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米住宅市場の販売低迷はインフレ鈍化をサポート

ポイント①中古住宅販売件数は11ヵ月連続減

1月20日に全米不動産業者協会（NAR）が発
表した昨年12月の米中古住宅販売件数は、402
万戸（年率換算値）となりました。前月比では統
計開始以降最長の11ヵ月連続減となり、2010年
以来の水準にまで落ち込むなど、1年前と比べ高水
準にある米住宅ローン金利が住宅販売の低迷につ
ながっているとみられます（右上図）。

FRB（米連邦準備制度理事会）のインフレ抑制
に向けた積極的な動きが米住宅ローン金利の上昇
を通じ、住宅の購入需要を圧迫していると考えられ
ます。ここにきて米景気の悪化を示唆する指標が増
えてきていることも踏まえると、米住宅市場の調整は
継続する可能性があります。

ポイント②米住居費に起因したインフレは一巡へ

こうした動きは米インフレの先行きを占う上で支援材
料といえます。昨年12月の同住宅販売価格（中
央値）の前年同月比伸び率は+2.3%と7ヵ月連
続で鈍化しました。米住宅価格の落ち着きが、今
後時間差を伴って米インフレを抑制する要因として
寄与してくる可能性があります。

直近の賃貸契約家賃指数（クリーブランド連銀と
米労働省労働統計局が開発、通常生じる時間差
を伴わずに米住宅賃貸市場の変化を捉えることが
できる）をみると、足元で急減速していることが確認
できます（右下図）。こうした動きは米住居費に起
因したインフレが徐々に和らいでいく可能性を示唆し
ています。今後も米住宅価格の減速が続けば、
先々のインフレ圧力の緩和につながり、FRBの年前
半の利上げ停止判断をサポートすることになりそうで
す。

クリーブランド連銀米家賃指数

期間：2005年1-3月期～2022年7-9月期、四半期
（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成

米30年固定住宅ローン金利と米中古住宅販売件数

期間：（米30年固定住宅ローン金利）2001年1月最終週～2023年1月19日、月次
（米中古住宅販売件数）2001年1月～2022年12月、月次

・米30年固定住宅ローン金利はフレディマックが公表している金利を使用
（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成
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